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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検査対象部材に弾性波を送出する送出部と、
　前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信する受信部と、
　この受信部が受信した前記弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する検出部と、
　比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性を予め記憶する記憶部と、
　前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数
特性と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波
数特性とを比較して、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同一であるか
否かを判定する判定部と、 
　前記検査対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず平均群速度が一定となる
既知の周波数の弾性波を用いて前記検査対象部材の長さを測定する測定部と
　を備え、
　前記平均群速度の周波数特性は、平均群速度の周波数依存性である
　ことを特徴とする検査装置。
【請求項２】
　前記送出部は、検査対象部材および比較対象部材の間の平均群速度の差が最大となる周
波数の弾性波を前記検査対象部材に送出し、
　前記受信部は、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信し、
　前記検出部は、この受信部が前記弾性波を受信したときの伝播時間を検出し、
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　前記測定部は、前記検査対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず前記平均
群速度が一定となる既知の周波数の弾性波を前記送出部により前記検査対象部材に送出し
てから受信するまでの伝播時間を計測し、前記既知の周波数の平均群速度と、前記伝播時
間とに基づいて、前記検査対象部材の長さを測定し、
　前記記憶部は、前記検査対象部材および前記比較対象部材の間の平均群速度の差が最大
となる周波数の弾性波を比較対象部材に送出したときに伝播する弾性波の伝播時間を予め
記憶し、
　前記判定部は、前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波の伝播
時間と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の伝播時間とを比較
して、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同一であるか否かを判定する
　ことを特徴とする請求項１記載の検査装置。
【請求項３】
　送出部が、検査対象部材に弾性波を送出する送出ステップと、
　受信部が、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信する受信ステップと、
　検出部が、前記受信部が受信した前記弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する検出
ステップと、
　記憶部が、比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性を予め記憶する記
憶ステップと、
　判定部が、前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波の平均群速
度の周波数特性と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の平均群
速度の周波数特性とを比較して、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同
一であるか否かを判定する判定ステップと、
　測定部が、前記検査対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず平均群速度が
一定となる既知の周波数の弾性波を用いて前記検査対象部材の長さを測定する測定ステッ
プと
　を有し、
　前記平均群速度の周波数特性は、平均群速度の周波数依存性である
　ことを特徴とする検査方法。
【請求項４】
　前記送出ステップは、検査対象部材および比較対象部材の間の平均群速度の差が最大と
なる周波数の弾性波を前記検査対象部材に送出し、
　前記受信ステップは、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信し、
　前記検出ステップは、この受信部が前記弾性波を受信したときの伝播時間を検出し、
　前記測定ステップは、前記検査対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず前
記平均群速度が一定となる既知の周波数の弾性波を前記送出部により前記検査対象部材に
送出してから受信するまでの伝播時間を計測し、前記既知の周波数の平均群速度と、前記
伝播時間とに基づいて、前記検査対象部材の長さを測定し、
　前記記憶ステップは、前記検査対象部材および前記比較対象部材の間の平均群速度の差
が最大となる周波数の弾性波を比較対象部材に送出したときに伝播する弾性波の伝播時間
を予め記憶し、
　前記判定ステップは、前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波
の伝播時間と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の伝播時間と
を比較して、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同一であるか否かを判
定する
　ことを特徴とする請求項３に記載の検査方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、検査装置および検査方法に関し、特に、弾性波を用いた非破壊検査装置およ
び方法に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　各種機械の構成部材、建築部材、建設部材等の長尺部材は、機械の深部に配設されたり
、建造物中や土中に埋設されたりすることがある。このような場合には、経時変化などに
より亀裂、摩耗、腐食などが生じて断面積や断面形状の変化が生じても、その変化を目視
等で直接点検することが困難である。そこで、従来より、長尺部材に直接アクセス可能な
場所から長尺部材の軸線に進行する弾性波を送信し、形状が変化した部分から反射される
弾性波（エコー）を受信することにより、欠陥の存在、位置、程度等を検出する弾性波パ
ルスエコー法が提案されている（例えば、非特許文献１参照。）。この方法では、弾性波
を送信してから反射されたエコーを受信するまでの時間によって欠陥までの距離を評価し
、エコーの振幅によって欠陥の程度を評価している。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】亀山俊平、その他、ガイド波探傷システム、（社）日本非破壊検査協会
、非破壊検査、第５２巻、第１２号、６７２－６７８頁、平成１５年１２月１日発行
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した方法では、形状が変化した部分からのエコーに基づいてその変
化を検出しているので、ある程度空間的に急激な形状の変化については検出できるものの
、断面形状が軸線方向に緩やかに変化する場合については検出することができなかった。
このため、断面形状が緩やかに変化したような場合であっても、その変化を検出できるこ
とが望まれていた。
【０００５】
　そこで、本発明は、断面形状が緩やかに変化したような場合であっても、長尺部材の形
状が変化したか否かを検出することができる検査装置および検査方法を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述したような課題を解決するために、本発明に係る検査装置は、検査対象部材に弾性
波を送出する送出部と、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信する受信部と、この受
信部が受信した前記弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する検出部と、比較対象部材
を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性を予め記憶する記憶部と、前記検出部により
検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性と、前記記憶部
に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性とを比較して
、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同一であるか否かを判定する判定
部と、前記検査対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず平均群速度が一定と
なる既知の周波数の弾性波を用いて前記検査対象部材の長さを測定する測定部とを備え、
前記平均群速度の周波数特性は、平均群速度の周波数依存性であることを特徴とするもの
である。
【０００７】
　上記検査装置において、前記送出部は、検査対象部材および比較対象部材の間の平均群
速度の差が最大となる周波数の弾性波を前記検査対象部材に送出し、前記受信部は、前記
検査対象部材を伝播した弾性波を受信し、前記検出部は、この受信部が前記弾性波を受信
したときの伝播時間を検出し、前記測定部は、前記検査対象部材および前記比較対象部材
の形状にかかわらず前記平均群速度が一定となる既知の周波数の弾性波を前記送出部によ
り前記検査対象部材に送出してから受信するまでの伝播時間を計測し、前記既知の周波数
の平均群速度と、前記伝播時間とに基づいて、前記検査対象部材の長さを測定し、前記記
憶部は、前記検査対象部材および前記比較対象部材の間の平均群速度の差が最大となる周
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波数の弾性波を比較対象部材に送出したときに伝播する弾性波の伝播時間を予め記憶し、
前記判定部は、前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する弾性波の伝播時
間と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播する弾性波の伝播時間とを比較し
て、前記検査対象部材の形状が前記比較対象部材の形状と同一であるか否かを判定するこ
とを特徴とするものである。
【０００８】
　また、本発明に係る検査方法は、送出部が、検査対象部材に弾性波を送出する送出ステ
ップと、受信部が、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信する受信ステップと、検出
部が、前記受信部が受信した前記弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する検出ステッ
プと、記憶部が、比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性を予め記憶す
る記憶ステップと、判定部が、前記検出部により検出された前記検査対象部材を伝播する
弾性波の平均群速度の周波数特性と、前記記憶部に記憶された前記比較対象部材を伝播す
る弾性波の平均群速度の周波数特性とを比較して、前記検査対象部材の形状が前記比較対
象部材の形状と同一であるか否かを判定する判定ステップと、測定部が、前記検査対象部
材および前記比較対象部材の形状にかかわらず平均群速度が一定となる既知の周波数の弾
性波を用いて前記検査対象部材の長さを測定する測定ステップとを有し、前記平均群速度
の周波数特性は、平均群速度の周波数依存性であることを特徴とするものである。
【０００９】
　また、上記検査方法において、前記送出ステップは、検査対象部材および比較対象部材
の間の平均群速度の差が最大となる周波数の弾性波を前記検査対象部材に送出し、前記受
信ステップは、前記検査対象部材を伝播した弾性波を受信し、前記検出ステップは、この
受信部が前記弾性波を受信したときの伝播時間を検出し、前記測定ステップは、前記検査
対象部材および前記比較対象部材の形状にかかわらず前記平均群速度が一定となる既知の
周波数の弾性波を前記送出部により前記検査対象部材に送出してから受信するまでの伝播
時間を計測し、前記既知の周波数の平均群速度と、前記伝播時間とに基づいて、前記検査
対象部材の長さを測定し、前記記憶ステップは、前記検査対象部材および前記比較対象部
材の間の平均群速度の差が最大となる周波数の弾性波を比較対象部材に送出したときに伝
播する弾性波の伝播時間を予め記憶し、前記判定ステップは、前記検出部により検出され
た前記検査対象部材を伝播する弾性波の伝播時間と、前記記憶部に記憶された前記比較対
象部材を伝播する弾性波の伝播時間とを比較して、前記検査対象部材の形状が前記比較対
象部材の形状と同一であるか否かを判定することを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、検査対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数特性と、比較対
象部材を伝播する平均群速度の周波数特性とを比較することにより、断面形状が緩やかに
変化したような場合であっても、検査対象部材の形状が変化したか否かを検査することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の第１の実施の形態に係る検査装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図２】図２は、長尺部材の一例を示す正面図である。
【図３】図３は、群速度の周波数特性の測定結果を示す図である。
【図４】図４は、本発明の第１の実施の形態に係る検査装置の検査動作を示すフローチャ
ートである。
【図５】図５は、本発明の第２の実施の形態に係る検査装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図６】図６は、図３の測定結果から群速度の周波数特性として所定の周波数における弾
性波の群速度を用いることを説明するための図である。
【図７】図７は、本発明の第２の実施の形態に係る検査装置の検査動作を示すフローチャ
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ートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
［第１の実施の形態］
　まず、本発明に係る第１の実施の形態について説明する。
【００１４】
＜検査装置の構成＞
　図１に示すように、本実施の形態に係る検査装置１は、送受信部１１と、信号処理部１
２と、記憶部１３と、判定部１４と、出力部１５とを備えている。
【００１５】
　送受信部１１は、図２に示すように、測定対象となる長尺部材１０の任意の位置に固定
される探触子１１１と、この探触子１１１を駆動するとともに探触子１１１によって検出
された信号を信号処理部１２に出力する送受信回路１１２とを有する。
【００１６】
　探触子１１１は、例えば超音波の送受信を行う圧電素子のアレイによって実現すること
ができる。この探触子１１１は、例えば土中に埋設された金属棒の地表に露出した部分な
どに取り付けられて、後述する信号処理部１２からの指示に基づいて、長尺部材１０に固
定された位置から長尺部材の延在方向に伝播する弾性波の波束を送信し、この弾性波が長
尺部材の端部Ｅで反射したエコーを受信する。
【００１７】
　送受信回路１１２は、後述する信号処理部１２からの指示に基づいて、任意の波形を発
生させる波形発生器と、この波形に基づいて探触子１１１の圧電素子を駆動する電力増幅
回路と、探触子１１１により受信した弾性波の信号を増幅する受信増幅器とを有する。
【００１８】
　信号処理部１２、記憶部１３、判定部１４および出力部１５は、ＣＰＵ（Central Proc
essing Unit）等の演算装置と、メモリ、ＨＤＤ（Hard Disc Drive）等の記憶装置と、キ
ーボード、マウス、ポインティングデバイス、ボタン、タッチパネル等の外部から情報の
入力を検出する入力装置と、外部との情報の送受を行うＩ／Ｆ（Interface）装置と、Ｌ
ＣＤ(Liquid Crystal Display)や有機ＥＬ(Electro Luminescence)等の表示装置とを備え
たコンピュータから構成されている。このような検査装置１は、そのコンピュータにイン
ストールされたプログラムにより上述したようなハードウェア資源が制御されて、ハード
ウェア装置とソフトウェアが協働することにより、信号処理部１２、記憶部１３、判定部
１４および出力部１５が実現される。
【００１９】
　信号処理部１２は、送受信部１１に対して所定の波形のデータを与えて、長尺部材に弾
性波を送出するよう駆動する一方、探触子１１１が受信した信号を処理して長尺部材を伝
播した弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する。
　本実施の形態において、信号処理部１２は、図３において符号ａ，ｂで示すような平均
群速度の周波数依存性を示す周波数分布プロファイルを検出する。なお、図３において、
縦軸は平均群速度［ｍ／ｓｅｃ］、横軸は周波数［ｋＨｚ］を示している。
　このような周波数特性の検出は、次のように行われる。まず、弾性波を送出してから受
信するまでの時間を測定し、弾性波が進行した距離から弾性波の平均群速度を算出する。
これにより、図３における１点の平均群速度が算出される。そして、このような平均群速
度の算出を所定の周波数範囲に渡って繰り返し行うことにより、図３に示すような周波数
分布プロファイルを得ることができる。
【００２０】
　例えば、材料が鉄で、断面形状がどの位置でも直径２０［ｍｍ］の円形である円柱の棒
に弾性波を送信すると、図３の符号ａで示すような群速度の周波数プロファイルが得られ
る。同様に、材料が鉄で、断面形状がどの位置でも直径１０［ｍｍ］である円柱の場合に
は、図３の符号ｂで示すような群速度の周波数プロファイルを得ることができる。
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　ここで、図２に示す長尺丸棒部材、すなわち、材料が鉄で、長さが１０［ｍ］、直径が
大部分の範囲で２０［ｍｍ］、符号Ｌで示す範囲（長さｒ［ｍ］）の大部分で１０［ｍｍ
］である円柱について考える。各周波数における平均群速度Vaverageは、直径２０［ｍｍ
］の丸棒に対する群速度V20と、直径１０［ｍｍ］の丸棒に対する群速度V10とをそれらの
長さの比を踏まえて平均すると、下式（１）で示すようになる。
【００２１】
　Vaverage＝10・V10・V20/((10-r)・V10＋r・V20)　・・・（１）
【００２２】
　このような評価を複数の周波数の弾性波波束について行うことによって、図３の符号ａ
，ｂで表される特性の間に入る平均群速度の周波数プロファイルを得ることができる。
　このように、断面形状や断面積が一部でも異なると、平均群速度の周波数プロファイル
は変化する。そこで、本実施の形態では、検査対象の長尺部材（以下、「検査対象部材」
という。）の使用前の形状など既知の形状を有する部材を比較対象（以下、「比較対象部
材」という。）として予め平均群速度の周波数プロファイルを取得しておき、この比較対
象部材の周波数プロファイルと、検査対象部材の周波数プロファイルとを比較して、一致
するか否かにより検査対象部材が変形したか否かを検査している。なお、図３においては
、弾性波としてＬ（０，１）モードのガイド波を送信した場合の測定結果を示している。
ここで、Ｌモードとは、長尺部材が軸対称に振動するモードを意味しているが、使用する
弾性波のモードはこれらに限定されない。
【００２３】
　記憶部１３は、比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数依存性を予め記憶
する。本実施の形態においては、平均群速度の周波数特性として、周波数プロファイルが
記憶される。ここで、比較対象部材とは、上述したように、検査対象部材が変形したか否
かを検出するための比較対象であり、例えば、使用前の検査対象部材やこの使用前の検査
対象部材と同一の形状を有する部材などからなる。比較対象部材の周波数プロファイルは
、信号処理部１２が長尺部材の周波数プロファイルを検出する方法と同等の方法により取
得することができる。
【００２４】
　判定部１４は、信号処理部１２により検出された検査対象部材を伝播する弾性波の平均
群速度の周波数特性と、記憶部１３に記憶された比較対象部材の平均群速度の周波数特性
とを比較して、検査対象部材の形状が比較対象部材の形状と同一であるか否かを判定する
。本実施の形態においては、検査対象部材の周波数プロファイルと、比較対象部材の周波
数プロファイルとを比較し、これらが同一であるか否かにより検査対象部材が変形したか
否かを判定する。この判定結果は、出力部１５に出力される。
【００２５】
　出力部１５は、判定部１４による判定結果をモニタ等に出力する。
【００２６】
＜検査装置の動作＞
　次に、本実施の形態に係る検査装置１による検査動作について説明する。
【００２７】
　まず、検査装置１は、比較対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数プロファイ
ルを予め記憶部１３に記憶しておく（ステップＳ１）。その周波数プロファイルは、信号
処理部１２により、送受信部１１に対して所定の波形のデータを与えて、比較対象部材に
弾性波を送出するよう駆動するとともに、探触子１１１が受信した信号を処理して比較対
象部材を伝播した弾性波の平均群速度の周波数プロファイルを検出させることにより取得
することができる。
【００２８】
　次に、信号処理部１２は、検査対象部材を伝播する弾性波の平均群速度の周波数プロフ
ァイルを検出する（ステップＳ２）。具体的には、送受信部１１に対して比較対象部材の
周波数プロファイルを検出するときと同じ所定の波形のデータを与えて、検査対象部材に
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弾性波を送出するよう駆動するとともに、探触子１１１が受信した信号を処理することに
より検査対象部材を伝播した弾性波の平均群速度の周波数プロファイルを検出する。検出
した検査対象部材の周波数プロファイルは、判定部１４に出力される。
【００２９】
　検査対象部材の周波数プロファイルが入力されると、判定部１４は、記憶部１３から比
較対象部材の周波数プロファイルを取得し、検査対象と比較対象の周波数プロファイルを
比較し、これらが同一であるか否かを判定する（ステップＳ３）。この比較は、例えば、
図３に示すような周波数特性プロファイルを重ね合わせて、一致するか否かを確認するこ
とにより行われる。
【００３０】
　検査対象部材と比較対象部材の周波数プロファイルが同一である場合（ステップＳ３：
ＹＥＳ）、判定部１４は、検査対象部材が変形していないと判定する（ステップＳ４）。
【００３１】
　一方、検査対象部材と比較対象部材の周波数プロファイルが同一ではない場合（ステッ
プＳ３：ＮＯ）、判定部１４は、検査対象部材が変形していると判定する（ステップＳ５
）。
【００３２】
　判定部１４により判定が行われると、出力部１５は、その判定結果をモニタ等に出力す
る（ステップＳ６）。これにより、ユーザは、モニタ画面を確認することによって、検査
対象部材が変形しているか否かを確認することができる。
【００３３】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、検査対象部材を伝播する弾性波の周波数
プロファイルと、比較対象部材を伝播する弾性波の周波数プロファイルとを比較すること
により、従来では検査することが困難であった断面形状が緩やかに変化したような場合に
ついても、検査対象部材の形状が変化したか否かを検査することができる。
【００３４】
［第２の実施の形態］
　次に、本発明に係る第２の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態は、平均
群速度の周波数特性として、所定の周波数の弾性波の平均群速度を用いるものである。し
たがって、上述した第１の実施の形態と同等の構成要素については、同じ名称および符号
を付して、適宜説明を省略する。
【００３５】
＜検査装置の構成＞
　図５に示すように、本実施の形態に係る検査装置２は、送受信部１１と、信号処理部２
２と、記憶部２３と、判定部２４と、出力部１５と、測定部２６とを備えている。
【００３６】
　ここで、信号処理部２２は、送受信部１１に対して所定の波形のデータを与えて、長尺
部材に弾性波を送出するよう駆動する一方、探触子１１１が受信した信号を処理して長尺
部材を伝播した弾性波の平均群速度の周波数特性を検出する。本実施の形態において、そ
の周波数特性としては、所定の周波数の弾性波の平均群速度を用いる。具体的には、探触
子１１１により特定の周波数の弾性波を送信してから探触子１１１がエコーを受信するま
での伝播時間を、周波数特性として用いる。この理由について以下に説明する。
【００３７】
　図６の符号ａ，ｂに示すような平均群速度の周波数プロファイルは、長尺部材の形状に
よって相違するので、殆どの周波数において平均群速度が異なることとなる。このため、
長尺部材の形状によって平均群速度が異なる特定の周波数の弾性波を、異なる形状の長尺
部材に送信した場合には、弾性波を送信してからエコーを受信するまでの伝播時間は異な
る一方、同じ形状の長尺部材に送信した場合には、その伝播時間は同一となる。なお、図
６の符号ａ，ｂで示す周波数プロファイルは、図３の符号ａ，ｂで示す周波数プロファイ
ルと同一である。
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【００３８】
　例えば、図６の符号ａで示す周波数プロファイルを有する長さ１０［ｍ］の長尺部材と
、図６の符号ｂで示す周波数プロファイルを有する長さ１０［ｍ］の長尺部材に対して、
平均群速度の差が最大である周波数ｆ１（１６５[ｋＨｚ]）の弾性波を送信した場合につ
いて考える。符号ａの長尺部材の伝播時間は、周波数が１６５[ｋＨｚ]のときの平均群速
度が約１９６０[ｍ／ｓｅｃ]で、弾性波の進行距離が２０［ｍ］であるから、送信から受
信までの時間は約１０．２［ｍｓｅｃ］となる。また、符号ｂの長尺部材の伝播時間は、
周波数が１６５[ｋＨｚ]のときの平均群速度が約４６７０[ｍ／ｓｅｃ]であるから、約４
．３［ｍｓｅｃ］となる。
【００３９】
　また、図２に示した長尺丸棒部材の伝播時間は、直径が１０［ｍｍ］である区間Ｌが実
効的に１［ｍ］存在したとすると、１８［ｍ］の距離を速度１９６０［ｍ／ｓｅｃ］、２
［ｍ］の距離を速度４６７０［ｍ／ｓｅｃ］で進行するため、伝播時間は約９．６［ｍｓ
ｅｃ］となる。このように、長尺部材の形状が異なると、弾性波の伝播時間も異なること
となる。
【００４０】
　なお、断面積が変化した区間における弾性波の伝播時間差ｔ（断面積変化の有無による
伝播時間差）は、下式（２）により算出することができる。下式（２）において、ｌは断
面積が変化した区間を弾性波が進行する距離（エコーによって評価する場合、往復となる
ので実際の長さの２倍）の長さ、ν0は断面積が変化していない場合の群速度、ν1は断面
積が変化した場合の群速度を意味する。
【００４１】
ｌ・（１／ν0－１／ν1）＝ｔ　・・・（２）
【００４２】
　そこで、本実施の形態では、図６の符号ａ，ｂに示すような周波数プロファイルや経験
などから検査対象部材と比較対象部材との間で平均群速度の差が最大となる周波数を予め
検出しておき、この周波数の弾性波を検査対象部材および比較対象部材に送信してからエ
コーを受信するまでの伝播時間を測定し、この時間を比較することにより、検査対象の形
状が変化したか否かを判定する。
【００４３】
　記憶部２３は、比較対象部材に特定の周波数を送信してからエコーを受信するまで伝播
時間を予め記憶する。この比較対象部材の伝播時間は、信号処理部２２が検査対象部材の
伝播時間を検出する方法と同等の方法により取得することができる。
【００４４】
　判定部２４は、信号処理部２２により検出された検査対象部材の伝播時間と、記憶部２
３に予め記憶された比較対象部材の伝播時間とを比較することにより、検査対象部材の形
状が比較対象部材の形状と同一であるか否かを判定する。この判定結果は、出力部１５に
出力される。
【００４５】
　測定部２６は、検査対象部材の長さが分からない場合、信号処理部２２により、平均群
速度が既知である特定の周波数の弾性波を検査対象部材に送信させてからエコーを受信す
るまでの伝播時間を計測し、この時間と既知の平均群速度から検査対象の長さを測定する
。
【００４６】
　図６に示すように、周波数ｆ２（１０～３０［ｋＨｚ］）付近の群速度は、符号ａ，ｂ
のプロファイルの何れも同じ値となっている。これは、周波数が１０～３０［ｋＨｚ］の
弾性波は、断面の直径が１０［ｍｍ］～２０［ｍｍ］範囲では長尺部材の形状にかかわら
ず群速度が一定であることを意味する。したがって、その周波数の弾性波を長さが分から
ない検査対象部材に送信してエコーを受信するまでの伝播時間を測定すれば、この伝播時
間とその周波数の弾性波の平均群速度とから検査対象部材の断面の直径の変化の有無にか
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かわらずその長さを測定することができる。このような原理に基づいて、測定部２６は、
検査対象部材の長さを測定する。
【００４７】
　＜検査装置の動作＞
　次に、本実施の形態に係る検査装置２による検査動作について説明する。
【００４８】
　まず、検査装置２は、比較対象部材の伝播時間を予め記憶部２３に記憶しておく（ステ
ップＳ１１）。その伝播時間は、信号処理部２２により、比較対象部材の形状に基づいて
予め設定された特定の周波数の弾性波を比較対象部材に送信させてからその弾性波のエコ
ーを受信するまでの時間を計測することにより取得することができる。
【００４９】
　次に、測定部２６は、検査対象部材の長さが未知の場合、その長さを測定する（ステッ
プＳ１２）。
【００５０】
　次に、信号処理部２２は、検査対象部材の伝播時間を検出する（ステップＳ１３）。具
体的には、比較対象部材に送信した弾性波と同じ特定の周波数の弾性波を検査対象部材に
送信させてからその弾性波のエコーを受信するまでの時間を計測することにより検出する
。検出した検査対象部材の伝播時間は、判定部２４に出力される。
【００５１】
　検査対象部材の伝播時間が入力されると、判定部２４は、記憶部２３から比較対象部材
の伝播時間を取得し、検査対象部材と比較対象部材の伝播時間が同一であるか否かを判定
する（ステップＳ１４）。
【００５２】
　検査対象部材と比較対象部材の伝播時間が同一である場合（ステップＳ１４：ＹＥＳ）
、判定部２４は、検査対象部材が変形していないと判定する（ステップＳ１５）。
【００５３】
　一方、検査対象部材と比較対象部材の伝播時間が同一ではない場合（ステップＳ１４：
ＮＯ）、判定部２４は、検査対象部材が変形していると判定する（ステップＳ１６）。
【００５４】
　判定部２４により判定が行われると、出力部１５は、その判定結果をモニタ等に出力す
る（ステップＳ１７）。これにより、ユーザは、モニタ画面を確認することによって、検
査対象部材が変形しているか否かを確認することができる。
【００５５】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、検査対象部材を伝播する弾性波の伝播時
間と、比較対象部材を伝播する弾性波の伝播時間とを比較することにより、従来では検査
することが困難であった断面形状が緩やかに変化したような場合についても、検査対象部
材の形状が変化したか否かを検査することができる。
【００５６】
　なお、本実施の形態では、平均群速度の差が最大となる周波数の弾性波を送信する場合
を例に説明したが、長尺部材の形状により平均群速度が異なる周波数であるならばどのよ
うな周波数の弾性波を送信するようにしてもよい。
【００５７】
　また、第１の実施の形態において、本実施の形態における測定部２６をさらに備えるよ
うにしてもよい。これにより、第1の実施の形態においても、長尺部材の長さを計測する
ことが可能となる。
【００５８】
　また、第１、第２の実施の形態では、長尺部材の任意の位置から弾性波を送出し、その
長尺部材の端部で反射されたエコーを受信する場合を例に説明したが、その任意の位置と
端部との間に探触子をさらに設け、この探触子により検出される長尺部材を伝播する弾性
波の平均群速度の周波数特性を検出するようにしてもよい。
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【００５９】
　また、第１，第２の実施の形態では、長尺部材について変形しているか否かを検査する
場合を例に説明したが、弾性波を伝播させることができる部材であれば、その形状は長尺
部材に限定されず、各種形状について変形しているか否かを検査することができる。
【００６０】
　また、図３においては、ガイド波を送信した場合の測定結果を示しているが、弾性波と
してはガイド波に限定されず、受信波によって平均群速度を評価できるのであればバルク
波を用いるようにしてもよい。ここで、バルク波とは、無限に大きな（波にとって境界が
無いとみなせるような）材質中の平面波等を意味し、音速（群速度、位相速度）の周波数
依存性が一般的にないものである。これに対して、ガイド波は、波にとって境界が存在す
るような状況でその境界条件によって規定される波を意味し、一般に音速の周波数依存性
を有するものである。なお、部材形状の変化を評価する場合には、平均群速度の周波数特
性が形状によって変化することが必要であるので、バルク波を用いる場合には、一般的に
は少なくともその経路の一部でガイド波となっていることが必要である。また、検査対象
部材の長さを評価する場合には、群速度の周波数特性が形状によって変化しないことが必
要である。
【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明は、地中や構造物中に埋設、設置された長尺部材が変形したか否かを検査する各
種検査装置に適用することができる。
【符号の説明】
【００６２】
　１，２…検査装置、１０…長尺部材、１１…送受信部、１２，２２…信号処理部、１３
，２３…記憶部、１４，２４…判定部、１５…出力部、２６…測定部、１１１…探触子、
１１２…送受信回路。
【図１】

【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】
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